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	前　　文
	第1章　総則
	
	（目的及び解釈）
	本約款は、県及び事業者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な事項を定めることを目的とする。

	（公共性及び民間事業者による事業の趣旨の尊重）
	事業者は、本事業が消費生活に関する専門的、中核的施設である消費生活センターや、男女共同社会づくりを推進するための活動交流

	（事業日程）
	本事業は、別紙2として添付する日程表に従って実施されるものとする。

	（本事業の概要）
	本事業は、本件施設の設計及び建設、公共施設の所有及び維持管理、公共施設の県に対する譲渡、付帯施設の運営事業並びにこれらに付随し　

	（事業者の資金調達）
	本事業の実施に関連する一切の費用は、全て事業者が負担するものとし、また本事業に関する事業者の資金調達は本約款に別段の規定が�



	第2章　本件土地の賃貸借
	
	（本件土地の賃貸借）
	県は、本件土地を本約款第9条に定める土地賃借料で事業者に対して貸し渡すものとし、平成13年12月末日までに本件土地を、地中埋没物のうち地中

	（使用の目的）
	前条に規定する土地賃借権は、本事業の実施のための本件施設の所有を目的とし、事業者は同目的の範囲内において本件土地を使用しなければなら

	（土地賃貸借の期間）
	本件土地の賃貸借の期間は、県が本約款第6条の規定に従い事業者に対して本件土地を引き渡した日から、50年間とする。

	（土地賃借料）
	本件土地の土地賃借料は、別紙3のとおりとする。

	（公共施設に関する建物買取特約）
	県と事業者は、平成45年4月1日に、事業者から県に対し本件土地上の公共施設を相当の対価をもって売り渡す旨の売買予約に合意す】

	（付帯施設に関する建物買取特約）
	県と事業者は、平成45年4月1日に、事業者から県に対し本件土地上の付帯施設を相当の対価をもって売り渡す旨の売買予約に合意す�



	第3章　本件施設の設計
	
	（本件施設の設計）
	事業者は、この契約締結後速やかに、日本国の法令を遵守の上、本約款、入札説明書等及び民間事業者提案に基づき、かつ、建築工事共

	（設計の変更）
	県は、必要があると認める場合、書面により本件施設の設計変更を事業者に対して求めることができる。この場合、事業者は、当該変昃

	（実施設計の完了）
	事業者が実施設計を完了した場合、事業者は速やかに実施設計図書を県に対して提出するものとする。



	第4章　本件施設の建設
	第一　総則
	（本件施設の建設）
	事業者は、工事請負人をして、建築工事共通仕様書、電気設備工事共通仕様書及び機械設備工事共通仕様書（帟

	（施工計画書等）
	事業者は、本件施設の着工前に施工計画書（工事全体工程表を含む。）を作成し、県に対して提出するものとする。

	（第三者の使用）
	事業者は、本件施設の建設を工事請負人に請け負わせるものとし、事前に県の承諾を得た場合を除き、上記以外の者に、本丞

	（工事監理者）
	事業者は、本件施設の建設に着工する前に、設計者をして工事監理者として設置し、設置後速やかに県に対して設置の事実を通知�

	（本件施設の建設に関する許認可及び届出等）
	事業者は、本件施設の建設に関するこの契約上の義務を履行するために必要となる一切の許認可を、自己の責任において取得する�

	（建設場所の管理）
	本件施設の建設場所の管理は、事業者が善良なる管理者の注意義務をもって行う。

	（建設に伴う各種調査）
	事業者は、自己の責任において、本件施設の建設のために必要な測量及び地質調査（県が実施した部分を除く。）を行うものと

	（本件施設の建設に伴う近隣対策）
	県は、本件施設の設置に対する近隣住民の意見、要望等に関し、合理的に要求される範囲の近隣対策を実施する。

	（履行保証保険）
	事業者は、本件施設の建設請負工事等に関して、工事請負人をして、公共施設の初期投資額積算の100分の10以上の鄃


	第二　県による確認
	（県による説明要求及び建設現場立会い等）
	県は、本件施設が実施設計図書等に従い建設されていることを確認するために、本件施設の建設状況その他について、事業者に事前に通知し


	第三　完工等
	（完工検査）
	事業者は、自己の責任において、本件施設の完工検査並びに事業者が整備すべき器具及び備品の検査を行うものとする。なお、県は、本約款に別に定�

	（県による本件施設の完工確認）
	県は、事業者から前条第3項に定める報告を受けた場合、本件施設が民間事業者提案又は実施設計図書に従って建設されていること及び丑

	（県による完工確認通知）
	県が本件施設の完工確認又は前条第3項に定める再完工確認を実施し、前条第2項の規定に基づく是正を求めない場合、かつ、事業者が�


	第四　工期の変更等
	（工期の変更）
	県が事業者に対して工期の変更を請求した場合、県と事業者は協議により当該変更の当否を定めるものとする。

	（工期の変更による費用負担）
	県の責めに帰すべき事由により工期を変更した場合で、かつ、本件施設中データセンターの日本テレコム株式会社（以下「日本テレコ〃

	（工事の中止）
	県は、必要があると認める場合、その理由を事業者に通知した上で、本件施設の建設工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができ


	第五　損害の発生等
	（建設工事中に事業者が第三者に及ぼした損害）
	事業者が本件施設の建設工事の施工により第三者に損害を及ぼした場合、事業者は当該損害を当該第三者に対して賠償しなければならない�

	（不可抗力による損害）
	県が本件施設の完工を確認する前に、不可抗力により、本件施設、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に損害�



	第5章　公共施設の賃貸借及び維持管理
	第一　公共施設の賃貸借
	（公共施設の賃貸借等）
	事業者は、公共施設を本約款第47条に定める賃借料（ただし、本約款第13条第2項若しくは第5項、第21条第4項、第29条第1

	（公共施設賃貸借の期間）
	事業者は、本約款に定める条件で、県に対し、公共施設を貸し渡すものとする。

	（建物買取特約との関係）
	県及び事業者のいずれもが、本約款第10条第3項に定める予約完結権を行使しない場合、県及び事業者は協議の上、公共施設の賃貸借�

	（県の義務等）
	県は、公共施設の使用貸借及び賃貸借期間中、公共施設の使用等につき、次の各号に定めるところによるものとする。

	（工事に含める備品の貸借）
	事業者は、公共施設の使用貸借及び賃貸借期間中、実施設計に伴う提出図書（別紙4）に「工事に含める備品」として特定�


	第二　公共施設の維持管理
	（公共施設の維持管理）
	事業者は、県と協議のうえ、入札説明書等及び民間事業者提案に基づいて、公共施設の維持管理仕様書を作成し、公共施設の完工確認�

	（年間維持管理業務計画書の提出）
	事業者は、公共施設（専用部分をいい、また公共施設に付帯して賃貸借の対象となる「工事に含める備品」を含む。以下本第39条�

	（公共施設の修繕等）
	事業者は、維持管理仕様書及び年間維持管理業務計画書に基づき、公共施設及び本件施設の共用部分の修繕（更新投資を含む�

	（第三者の使用）
	事業者は、第三者に対して、公共施設の維持管理の全部又は一部を委託することができる。ただし、事業者は、事前に県の承諾を得た耀

	（履行保証保険）
	事業者は、公共施設の経常的な維持管理にかかる再委託先企業をして、当該再委託先企業の年間受託金額の100分の10以上の填�

	（事業期間終了後の維持管理業務の継続）
	県及び事業者のいずれもが、本約款第10条第3項に定める予約完結権を行使しない場合、事業者は継続して維持管理業務を提供するも�


	第三　県による業務の確認等
	（県による説明要求及び立会い）
	県は、事業期間中、公共施設の維持管理業務について、事業者に事前に通知した上で、事業者の維持管理業務に支障を生じさせない範囲でその�

	（業務報告書等）
	事業者は、公共施設について業務日誌等に基づき月毎の業務報告書を作成し、各暦月の5日又は第3開庁日のいずれか遅い日までに前月に係る業務報�

	（モニタリング）
	県は、本約款第45条に規定されるもののほか、別紙8に規定する方法により公共施設の維持管理業務の要求水準（本約款、維持管理仕�


	第四　賃借料の支払い
	（公共施設の賃借料）
	県は、公共施設の設計、建設の対価（備品の使用の対価を含む。以下同じ。）、及び事業者による維持管理業務の対価として、

	（賃借料の変更）
	別紙9に規定する賃借料のうち、公共施設の設計、建設にかかる部分については、公共施設の賃貸借の期間中における日本国内の金利水�

	（賃借料支払手続）
	本約款第47条に規定する県による業務の確認（以下「業務確認」という。）は、原則として、事業者が県に対して提出する業務総括昃

	（賃借料の減額）
	県の業務確認により、公共施設の維持管理について、県が求める仕様（本約款、維持管理仕様書、入札説明書等、民間事業者提

	（賃借料の返還）
	業務総括書に虚偽の記載があることが判明し、県がこれを事業者に対して通知した場合、事業者は県に対して、当該虚偽記載が無ければ県が前条の


	第五　第三者に及ぼした損害等
	（第三者に及ぼした損害等）
	事業者が公共施設の維持管理により第三者に損害を及ぼした場合、事業者は当該損害を当該第三者に対して賠償しなければならない。



	第６章　付帯施設
	
	（付帯施設の運営）
	事業者は、付帯施設において、民間事業者提案に従いテナント事業者をして付帯施設の運営事業を営ませることができる。

	（付帯施設の運営事業内容の変更）
	事業者は、付帯施設の運営事業が事業期間満了前に中止、中断又は終了される場合（ただし、公共施設の維持管理、保守又は保安等に悪影�

	（付帯施設の運営事業の運営に関する許認可及び届出等）
	事業者は、付帯施設の運営事業に必要となる一切の許認可を、自己又はテナント事業者の責任及び費用において取得する。

	（付帯施設の運営事業に伴う近隣対策）
	事業者は、自己又はテナント事業者の責任及び費用において、騒音、悪臭、光害、粉塵発生、交通渋滞その他付帯施設の

	（県による説明要求及び立会い）
	県は、事業期間中、付帯施設の運営その他について、事業者に事前に通知した上でその説明を求めることができるものとし、また付帯施設において運営�

	（事業期間終了後の付帯施設の運営事業の継続）
	第58条 県が本約款第11条第2項に定める予約完結権を行使しない場合において、事業者は、県と協議のうえ、継続して付帯施設の運営事業を



	第７章　本件施設の譲渡
	
	（譲渡の実行）
	第59条 本約款第10条又は第11条に規定する本件施設の売買予約完結権の行使は、それぞれ第10条第1項又は第11条第1項に定�

	（譲渡の対価等）
	第60条 本約款第10条の売買予約に基づく公共施設及び器具・備品の譲渡の対価は、簿価（本約款第39条及び第40条に基づき更新投資がなさ�

	（仮登記）
	第61条 県は、本約款第10条に規定する譲渡の実行を確保するために、公共施設に事業者の費用をもって仮登記手続を行うことができ、事�

	（譲渡前検査）
	第62条 県は、事業者から公共施設又は付帯施設を譲り受けるにあたり、当該施設部分が、県が当該施設において行う業務その他それに付阂

	（瑕疵担保責任）
	第63条 県が事業者から公共施設又は付帯施設（ただし、県が事業者から器具及び備品を購入した場合には当該備品等を含む。）を譲受け

	（事業者による協力）
	第64 条 公共施設又は付帯施設の譲渡時及び譲渡後において、事業者は、県に対して、県が当該施設において行う業務その他それに付随する業務のた。



	第８章　契約期間及び契約の終了
	
	（契約期間）
	（契約の早期終了）
	第66条 県及び事業者は、本約款の規定によりこの契約の全部又は一部を早期終了させる場合、本約款の定める債権債務のうち特に問題が生�

	（事業者の債務不履行等による契約の早期終了）
	第67条 本件施設の完工前において次に掲げる場合は、県は、事業者に対して書面により通知した上で、この契約の全部又は一部を終了させること�

	（完工前の解除）
	第68条 本件施設の完工前に前条第1項又は第3項の規定に基づいてこの契約が解除された場合、事業者は、県に対して、公共施設の初期投�

	（完工後の解除）
	第69条 本件施設の完工後に本約款第67条第2項又は第3項の規定に基づいてこの契約の全部又は一部が解除された場合、事業者は、�

	（県の債務不履行）
	第70条 県が本約款に基づいて履行すべき賃借料、委託料その他の金銭の支払を遅延した場合、県は、事業者に対して、当該支払うべき金額につ



	第９章法令変更
	
	（通知の付与）
	第71条 契約当事者は、この契約の締結日の後に法令が変更されたことにより、本約款に基づく自己の義務を履行することができなくなった場合、その内�

	（協議及び追加費用の負担）
	第72条 県が事業者から前条第1項の通知を受領した場合、県及び事業者は、当該法令変更に対応するために速やかに本件施設の設



	第10章　不可抗力
	
	（通知の付与）
	第73条 この契約の締結日の後に不可抗力により、本件施設が設計図書に従い建設できなくなった場合、又は本約款、維持管理仕様書若しく�

	（協議及び追加費用の負担）
	第74条 県が事業者から、前条第1項の通知を受領した場合、県及び事業者は、当該不可抗力に対応するために速やかに本件施設の



	第11章　その他
	
	（協議）
	第75条 県と事業者は、必要と認める場合は適宜、本約款に基づく一切の業務に関連する事項につき、協議を求めることができる。

	（公租公課の負担）
	第76条 本約款及び本約款に基づく一切の業務の実施に関連して生じる公租公課は、全て事業者の負担とする。県は、別紙9に定める賃借攂

	（県による債務の履行）
	第77条 この契約の締結後に県が本約款の規定に従い新たに債務を負担するものが生じた場合、県は必要な予算措置を講じるものとし、予笂

	（契約上の地位の譲渡）
	第78条 県の事前の承諾がある場合を除き、事業者はこの契約上の地位及び権利義務を第三者に対して譲渡し、担保に提供し、又はその他の儜

	（本件施設等の譲渡）
	第79条 本約款に別段の定めのある場合のほかは、事業者は、県の事前の承諾がある場合を除き、本件施設の一部又は全部を第三者に対して�

	（事業計画等の提出）
	第80条 事業者は、毎事業年度開始前に、その事業年度の事業計画及び収支予算を作成し、県に提出しなければならない。これを変更しようとす

	（秘密保持）
	第81条 県及び事業者は、互いに本事業に関して知り得た相手方の秘密を自己の役員及び従業員又は自己の代理人及びコンサルタン

	（出資者による保証）
	第82条 事業者は、各出資者による別紙14に記載する内容を有する保証書を取得し、これをこの契約締結の日までに県に対して�

	（事業者の解散）
	第83 条 事業者は、本契約終了の日から540日を経過する日まで解散することはできない。ただし、県が事前に承諾した場合、又は県が承諾し�

	（付保すべき保険）
	第84条 事業者は、別紙5に定める内容の保険を自ら付保し又は第三者をして付保せしめるものとする。なお、当該保険のうち、同別紃

	（銀行団との協議）
	第85条 県は、必要あると認める場合には、本事業に関して事業者に融資する銀行団との間において、県が本約款に基づき事業者に損嬖

	（事業者に対する制約）
	第86条 事業者は、県の事前の承諾を得ることなく、株式会社新日鉄都市開発、梅林建設株式会社以外の者に新株を発行してはならな�



	第12章　雑則
	
	（請求、通知等の様式その他）
	第87条 本約款に定める請求、通知、報告、申出、承諾、勧告、指導、催告、要請及び契約終了告知又は解約は、相手方に�

	（準拠法）
	第88条 本約款は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。

	（管轄裁判所）
	第89条 本約款に関する紛争は、大分地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とするものとし、県、事業者及び出資者は、同裁判所の

	（定めのない事項）
	第90条 本約款に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本約款の解釈に関して疑義が生じた場合は、その都度、県及び事業
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